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【趣旨】
健康寿命の延伸及び生活の質の向上のためには、地域保健と職域保健が連携し、継続的かつ包括的な保健事業を展開していくことが不可
欠であり、厚生労働省においては、平成11年度より生活習慣病予防を目的として地域保健と職域保健の連携の在り方について検討してきた。
平成17年３月に、モデル事業の実施とその評価を踏まえ、「地域・職域連携推進事業ガイドライン」を提示し、都道府県等における地域・
職域連携推進協議会の設置及び連携事業を推進してきた。
また、平成19年３月には、医療制度改革を踏まえた新たな地域・職域連携推進協議会の役割について、地域・職域連携支援検討会におい
て検討し、地域・職域連携推進ガイドラインの改訂を行い、都道府県等にご活用いただいているところである。
近年、健康課題は複雑・多様化していることに加え、時代によって変化する価値観や社会情勢、テクノロジーの発展等を踏まえ、地域保
健と職域保健の更なる連携が必要であることから、「これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会」（以下「検討会」という）
を開催し、現状を踏まえたガイドラインの改訂も含めて検討する。

【検討事項】
（１）健康寿命の延伸のための地域・職域連携の在り方
（２）地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－（平成19年３月）における課題の整理及び改訂

【スケジュール】
１．第１回（平成31年３月14日）
・ 地域・職域連携推進事業の現状と課題について
・ 今後の進め方について

２．第２回（平成31年４月18日）
・ 地域・職域連携事業の今後の在り方について①

３．第３回（令和元年５月30日）
・ 地域・職域連携事業の今後の在り方について②

４．第４回（令和元年７月１日）
・ 地域・職域連携推進事業ガイドラインの改訂骨子（案）

について
・ 検討会報告書骨子（案）について

５．第５回（令和元年８月５日）
・ 地域・職域連携推進事業ガイドラインの改訂（案）に

ついて
・ 検討会最終報告書（案）について

これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会

2



地域・職域連携推進ガイドラインの改訂について①

3
第４回これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会資料より抜粋（一部改変）



データ共有の基本的考え方、データの種類と保有主体、データ分析
のための工夫について記載

・近年の社会背景（特定健診保健指導、データヘルス計画、健康経営、働き方改革等）を踏

まえた地域・職域連携の新たな連携の在り方を明記【Ⅰ-１】

・地域職域連携推進協議会の効果的運営方策（協議会構成員の役割の明確化、他協議会との

連携の在り方等）について整理【Ⅱ-2,3】

・具体的な取組実施のために必要な事項（方向性の明確化、必要性・有用性の周知、

リソースの確保、データ収集等）を記載【Ⅳ-１～５】

Ⅰ 地域・職域連携の基本的理念

１．連携の基本的な考え方

２．地域・職域連携のメリット

Ⅱ 地域・職域連携推進協議会の設置

１．協議会の目的

２．協議会の構成メンバー

３．協議会の役割

４．協議会の運営方法

Ⅲ 二次医療圏協議会における連携事業の企画

１．現状分析

２．課題の明確化、目標設定

３．連携事業のリストアップ

４．連携内容の決定及び提案

５．連携内容の具体化・実施計画の作成

６．効果指標並びに評価方法の設定

Ⅳ 連携事業の実施

１．連携事業の分類

２．連携事業の展開

Ⅴ 評価

１．評価の意義

２．構造評価

３．プロセス評価

４．効果評価

Ⅵ 連携事業を推進する際の留意点

１．推進要因

２．阻害要因

３．保険者協議会との連携

Ⅶ Q&A

Ⅰ 地域・職域連携の基本的理念

１．連携の基本的な考え方

２．地域・職域連携のメリット

Ⅱ 地域・職域連携推進協議会の効果的な運営

１．協議会の目的と役割

２．協議会の構成機関の役割と役割期待

３．他の健康関係の協議会等との連携の在り方

Ⅲ 二次医療圏協議会における地域・職域連携事業の企画・実施

１.都道府県協議会での連携事業実施

２．二次医療圏協議会で連携事業実施におけるPDCAサイクルの展開

１）現状分析

２）課題の明確化、目標設定

３）連携事業のリストアップ

４）連携内容の決定及び提案

５）連携内容の具体化・実施計画の作成

６）効果指標並びに評価方法の設定

Ⅳ 具体的な取組に向けた工夫

１．地域・職域連携の必要性や有用性の理解

２．健康課題の把握と対策の検討に向けたデータの収集・分析

３．地域・職域連携によって取り組むべき課題と取り組み事項の明確化

４．対象者別の具体的な取組例

５．具体的な取組を実施するために必要なリソースの確保

【現行】地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－
（H19.3）【改訂後（案）】地域・職域連携推進ガイドライン（R１.○）

新

拡

拡

新

現行のメリットに加え、支援が不十
分な層（小規模事業場・自営業者、
被扶養者、退職者等）への対応につ
いても記載

協議会の各構成機関の役
割を明確化

都道府県健康増進計画に係る協議会、保険
者協議会、地域版日本健康会議、地域版次
世代ヘルスケア産業協議会、両立支援チー
ムとの連携の在り方について明記

取組、専門職、ソーシャルキャピタル等のリソースの活
用について明記

具体的な連携事業の
実施において必要な
事項を記載

PDCAサイクルに基づいた展開に
ついて記載（「計画、運営・実施、
評価、見直し」の順番にこだわら
ない）

•協議会が開か

れている

•関係者それぞ

れの取組につ

いて共有され

ている

レベル

１

・データ分析等により地域課

題が明確化されている

・地域課題の解決に向けて地

域と職域が連携した取組が実

施されている

レベル

２

自立的かつ

継続的な取

組ができて

いる

レベル

３

今後の方向性

改訂のポイント

近年の社会背景（特定健診・保健指導、
データヘルス計画、健康経営、働き方
改革、両立支援等）を踏まえた新たな
連携の在り方を明記

協議会の設置のみに留まらず、効果的
運用するための方策について整理

地域・職域連携推進ガイドラインの改訂について②
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第４回これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会資料より抜粋



Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

県の
協議会

二次医療圏
の協議会

年１回の開催

年１回の開催

全保健所で開催

保険者協議会
市町村保健師代表
労働局，産業保健推進センター
社会保険事務局
保健事業団，県医師会
商工会議所連合会
地域成人病健診センター
健康保険組合代表

保健所，市町村担当課
労働基準監督署
地域産業保健センター
郡市医師会
社会保険事務所
商工会議所・商工会
健診センター
健康保険組合代表

協会けんぽ
から医療費
健診データ
分析結果の
提供

課題の共有に終わり，
具体的なアクションに
はつながらず，参加者
から，不満の声が・・

健康保険委員がいる
地域の５～10事業所
が参加して具体的な
議論をする保健所も

事業所を対象に
ニーズ調査を行う
保健所も

【参考資料】大分県における地域・職域連携の経過（１）

健康保険
委員任命

協会けんぽ
から医療費
健診データ
分析結果の
提供

→ 協会けんぽ

→ 協会けんぽ

課題解決のための方向性
を共有できていなかった
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第１回これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会藤内構成員提出資料より抜粋



Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30
県の
協議会 年３回の開催 （健康経営実践支援検討会）

【参考資料】大分県における地域・職域連携の経過（２）

年１回

商工労働部や九州
経済産業局等との
意見交換会

県医師会

大分労働局

産業保健総合支援センター

産業保健師代表

協会けんぽ（３人）

市町村保健師代表

産業医科大学

各保健所担当者

二次医療圏
の協議会

年１回の開催

保健所，市町村担当課
労働基準監督署
地域産業保健センター
協会けんぽ
商工会議所・商工会
健診センター

健康経営セミナーの開催
市町村，商工会議所等と連携

健康経営の啓発やセミナーの開催

健康寿命日本一おうえん企業
や商工会議所連合会との連携

協会けんぽと
協定を締結し，
県独自の登録・
認定制度

「健康経営」
の導入

」

健康経営優秀事業所の知事顕彰 （毎年５社）

事業所のニーズ調査
360件

750件

保健師による事業所訪問

健康課題の「見える化」
地域版サポートブックの作成等

作業部会の設置
（年３回開催）

健康経営サポートブック

ＷＦunによる効果分析
（職員のパフォーマンス）

WFun (Work Functioning Impairment Scale) 

事業所健康診断シートに
基づく健康づくりの支援 6

第１回これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会藤内構成員提出資料より抜粋
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参考 地域・職域連携推進事業について



健康情報と
保健事業を
共有

これら
問題解決
のために・・・

8

地域・職域連携推進事業の背景

健康増進法・労働安全衛生法・健康保険法

高齢者の医療の確保に関する法律等にて行われ、

制度間のつながりが明確でない。

【青壮年層を対象にした保健事業】

生活習慣の改善 ＝ 個人の主体的な健康づくり

への取り組みが必要。

【急速な高齢化と生活習慣病の増加】

地域保健・職域保
健で抱える対象者
の健康情報が異な
り、継続した保健
指導が困難

生涯を通じて継続
した健康管理支援

が必要

 地域全体の健康状況が把握できない
 退職後の保健指導が継続できない

【青壮年層を対象とした保健事業における課題】
働き盛り世代
からの

継続した保健事業
が必要

連携

地域保健

職域保健



地域・職域連携についてのこれまでの検討の経緯

1999

2002

2004

2005

H11～13 生活習慣病予防を目的とした地域保健と職域保健の連携の在り方について検討

2007

H14、15 地域・職域連携共同モデル事業の実施

・２年間に１１カ所の道府県で実施

・協議会を設置し、健康教育等の保健事業を相互に活用及び共同で実施する上での問題点等を
把握し、今後の地域・職域連携による保健事業の相互活用や共同実施の在り方を考察

H16 地域・職域連携共同モデル事業評価検討会

・地域・職域連携共同モデル事業成果をもとに、地域保健及び職域保健の連携を全国的に普及
するため、ガイドラインを策定（H17.３）

H17、18 地域・職域連携支援検討会

・より円滑な連携事業の実施・推進を図ることを目的に検討会構成員による現地へ出向いた支
援を実施※し、結果等を踏まえてガイドラインを改訂（H18.６）

※ ２年間に14カ所の協議会

・協議会の設置が全国的に進む中、医療制度改革を踏まえた新たな協議会の役割について検
討し、ガイドラインを改訂（H19.３.）

地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－より出典
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地域保健法第４条に基づく「地域保健対策の推進に関
する基本的な指針」及び健康増進法第９条に基づく「健
康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関す
る指針」において、地域と職域の連携推進にあたり、関
係機関等から構成される協議会等の設置が位置づけら
れた。

○都道府県及び２次医療圏単位に設置

○地域・職域連携共同事業（連携事業）の企画・実施・評価等の中核的役
割を果たす。

○各地方公共団体の健康増進計画（健康日本２１地方計画）の推進に寄
与することを目的とする。

10

地域・職域連携推進協議会設置の根拠法

地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－より出典



参考

○地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成６年厚生労働省告示第374号）

第六 その他地域保健対策の推進に関する重要事項
四 地域保健、学校保健及び産業保健の連携
１ 地域保健と産業保健の連携を推進するため、保健所、市町村等が、医療機
関等、健康保険組合、労働基準監督署、地域産業保健センター、事業者団
体、商工会等の関係団体等から構成する連携推進協議会を設置し、組織間の
連携を推進すること。

○健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（平成16年厚生労働
省告示第242号）

第三 健康診査の結果の通知及び結果を踏まえた栄養指導その他の保健指導に
関する事項

７ （省略）地域・職域の推進に当たり、健康診査の結果等に関する情報（以下「健
診結果等情報」という。）の継続、健康診査の実施等に係る資源の有効活用、自
助努力では充実した健康増進事業の提供が困難な健康増進事業実施者への
支援等の観点から有益であるため、関係機関等から構成される協議会等を設
置すること。
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12

地域・職域連携の基本的理念

地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－より出典

健康増進法（平成15年）の目的

健康に向けての努力を国民に求める
それぞれの健康増進実施事業者の連携を促し、

効果的な保健サービスの実行を求めている

健康日本21（第二次）の目的 健康寿命の延伸

生活の質の向上

健康日本21（第二次）目的達成のための

地域保健の課題

職域保健の現状を把
握し連携していく
方策が未確立

健康寿命の延伸に
向けての実行的な
対策をとらなければ

ならない

健康日本21（第二次）目的達成のための

職域保健の課題

過重労働、メンタルヘ
ルス問題

小規模事業所におけ
る産業保健サービス

の提供

地域保健と職域保健の

連携が必要不可欠



都道府県地域・職域連携推進協議会

〈職域〉
・労働局
・事業者代表
・産業保健総合
支援センター
・商工会議所・商工
会連合会

等

〈地域〉
・都道府県
・保健所
・福祉事務所
・精神保健福
祉センター
・市町村

等

〈関係機関〉
・医師会
・歯科医師会
・薬剤師会
・看護協会
・保険者協議会
・医療機関

等

２次医療圏地域・職域連携推進協議会

〈地域〉
・保健所
・市町村
・住民代表
・地区組織

等

〈職域〉
・事業所
・労働基準監督署
・商工会議所
・健保組合
・地域産業保健
センター

〈関係機関〉
・医師会
・医療機関
・ハロー

ワーク

等

地域・職域連携により実施する保健事業等に
ついて企画・立案、実施・運営、評価等を行う
事業者等の協力の下、特定健診・特定保健指
導等の総合的推進方策の検討 等

主な事業内容

地域・職域連携推進事業

特定健診・保健指導の結果データ等を基に、管
内の事業の評価・分析
特定健診・特定保健指導、各種がん検診等の受
診率向上のための情報収集・共有
事業所におけるメンタルヘルス対策
地域の実情に合わせた共同事業の検討・実施

主な事業内容

地域・職域連携推進事業
平成31年度予算額：64百万円

等

等
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